
 ◆ 新型感染症・物価高騰対策事業の実施状況  ◆ 総額４３億７８００万円                

～市民の命と暮らしや地域経済を守る新型感染症及び物価高騰対策を適時適切に実施～ 

 

令和４年度は、新型感染症の長期化に加え、エネルギーや食料品等の価格高騰の影響

が同時かつ複合的に押し寄せる中、新型感染症や物価高騰対策を最優先に取り組むべき

課題とし、市民や事業者への影響を適確に捉えながら、適時適切に施策を展開しました。 

 

 

項　目

ワクチン接種の実施 15億9061万円

住民税非課税世帯などに対する支援 6億4275万円

教育・保育施設におけるＩＣＴ環境の整備や感染症対策 1億5693万円

融資制度を利用した中小企業の利子に対する支援 3176万円

小児や妊婦のインフルエンザワクチン接種費用を支援 1584万円

住民税非課税世帯などに対する支援 6億2418万円

水道料金の減額 5億2665万円

プレミアム電子商品券の発行 2億2402万円

低所得の子育て世帯に対する支援 　1億6438万円

福祉施設、農業者、公共交通事業者に対する支援 1億3893万円

物価高騰対策
18億5365万円

主な事業と決算額

新型感染症対策
25億2435万円


